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北九州市児童福祉措置費等徴収規則の一部を改正する規則をここに公布する

。

令和元年７月１７日

                    北九州市長 北 橋 健 治

北九州市規則第１７号

北九州市児童福祉措置費等徴収規則の一部を改正する規則

北九州市児童福祉措置費等徴収規則（昭和４０年北九州市規則第７１号）の

一部を次のように改正する。

 第２条第１項第５号中「（児童発達支援センター（法第４３条に規定する児

童発達支援センターをいう。以下同じ。）への通所の措置を受けている者を含

む。）」を削る。

 第２条の２第１項中「（それぞれ児童発達支援センターへの通所の措置を除

く。）」を削る。

別表第１の徴収額（月額）の欄中「児童発達支援センター、」を削り、同表

の備考第１０項中「（昭和４０年法律第３３号）」を削り、同項を同表の備考

第１１項とし、同表の備考第９項中「（昭和２５年法律第２２６号）」を削り

、同項を同表の備考第１０項とし、同表の備考中第８項を第９項とし、第７項

を第８項とし、第６項を削り、第５項を第７項とし、第２項から第４項までを

２項ずつ繰り下げ、第１項の次に次の２項を加える。

２ 措置児童等、助産の実施を受けている者若しくは母子保護の実施を受けて

いる者の扶養義務者又は児童自立生活援助の実施を受けている者（以下この

項において「扶養義務者等」という。）が次の各号のいずれかに該当する場

合には、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１１号

に規定する寡婦（次項において「寡婦」という。）又は同条第１項第１２号

に規定する寡夫（次項において「寡夫」という。）とみなし、当該扶養義務

者等の前年の合計所得金額（同条第１項第１３号に規定する合計所得金額を

いう。ただし、１月から６月までの間の利用においては、前々年の合計所得

金額とする。以下この項において同じ。）が同法第２９５条第１項第２号の

規定に該当するときは、当該扶養義務者等は、市町村民税非課税としてこの

表を適用する。

（１） 婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしていない

もののうち、扶養親族（所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２条第１

項第３４号に規定する扶養親族をいう。以下この号及び次号において同じ

。）その他その者と生計を一にする子（前年の総所得金額、退職所得金額

又は山林所得金額が同法第８６条第１項の規定により控除される額（以下

3



この項において「基礎控除額」という。）以下である子（他の者の同一生

計配偶者（同法第２条第１項第３３号に規定する同一生計配偶者をいう。

）又は扶養親族である者を除く。以下この項において同じ。）に限る。）

を有する者（次号に掲げる者を除く。）

（２） 婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻をしていない

もののうち、扶養親族である子を有し、かつ、前年の合計所得金額が５０

０万円以下である者

（３） 婚姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻をしていない

もののうち、その者と生計を一にする子（前年の総所得金額、退職所得金

額又は山林所得金額が基礎控除額以下である子に限る。）を有し、前年の

合計所得金額が５００万円以下である者

３ 前項の規定により寡婦又は寡夫とみなした者であって、同項の規定により

市町村民税非課税としてこの表の適用を受けないものについて、第１０項の

所得割の額を計算する場合には、総所得金額、退職所得金額又は山林所得金

額から、前項第１号又は第３号に該当する場合にあっては２６万円を、同項

第２号に該当する場合にあっては３０万円を控除するものとし、第１１項の

所得税の年額を計算する場合には、総所得金額、退職所得金額又は山林所得

金額から、前項第１号又は第３号に該当する場合にあっては２７万円を、同

項第２号に該当する場合にあっては３５万円を控除するものとする。

 別表第２の備考中「第７項、第８項及び第１０項」を「第８項、第９項及び

第１１項」に、「第７項中」を「第８項中」に、「第８項中」を「第９項中」

に改める。

 別表第３の備考第７項中「第７項から第１０項まで」を「第８項から第１１

項まで」に改める。

  付 則

（施行期日等）

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ 改正後の別表第１の備考第２項及び第３項の規定については、児童養護施

設、児童自立支援施設、児童心理治療施設、乳児院、助産施設、小規模住居

型児童養育事業を行う者、里親、母子生活支援施設及び自立援助ホームに係

る施設措置費等の徴収については平成３０年７月１日から適用し、障害児入

所施設及び指定発達支援医療機関（入所に限る。）に係る施設措置費等の徴

収については同年９月１日から適用する。
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北九州市告示第１２０号 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４１条第１

項、第４６条第１項及び第５３条第１項の規定に基づき、居宅サービス事業者

、居宅介護支援事業者及び介護予防サービス事業者を指定したので、法第７８

条、８５条及び第１１５条の１０の規定により、次のとおり告示する。 

  令和元年７月１７日 

北九州市長 北 橋 健 治 

１ 訪問看護及び介護予防訪問看護 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事 業 者 の 名

称 

指 定 年 月

日 

４ ０ ６ ６

６ ９ ０ ６

９６    

ＴＬＣ訪問看護

ステーション  

北九州八幡東区

大蔵二丁目４番

３号 

Ｔ ｅ ｎ ｄ ａ

ｒ  Ｌ ｏ ｖ

ｉ ｎ ｇ  Ｃ

ｏ ｒ ｐ ｏ ｒ

ａ ｔ ｉ ｏ ｎ

株式会社 

令 和 元 年

７ 月 １ 日 

２ 居宅介護支援 

事業所番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事 業 者 の 名

称 

指 定 年 月

日 

４０７０

５０５６

６６    

あおぞらの里 

徳力ケアプラン 

センター 

北九州小倉南区

南方一丁目５番

９号 

株 式 会 社 シ

ダー 

令 和 元 年

７ 月 １ 日 
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北九州市告示第１２１号 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第８２条第２

項の規定に基づき、指定居宅介護支援事業者から廃止の届出があったので、法

第８５条の規定により、次のとおり告示する。 

  令和元年７月１７日 

北九州市長 北 橋 健 治 

１ 居宅介護支援 

事 業 所 番

号 

事業所の名称 事業所の所在地 事 業 者 の 名

称 

廃 止 年 月

日 

４ ０ ７ ０

３ ０ １ ２

２３ 

パナソニック 

エイジフリーケ

アセンター北九

州戸畑・ケアマ

ネジメント 

北九州市戸畑区

菅原二丁目１１

番２２号 

パ ナ ソ ニ ッ

ク エ イ ジ フ

リ ー 株 式 会

社 

令 和 元 年

６ 月 ３ ０

日 
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北九州市告示第１２２号

北九州市自転車の放置の防止に関する条例（平成元年北九州市条例第８号）

第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により放置自転車を移動し、保管し

たので、同条例第１３条第１項の規定により次のとおり告示する。

 令和元年７月１７日

北九州市長 北 橋 健 治  

１ 移動し、保管した自転車が放置されていた場所、移動し、保管した自転車

の台数、移動し、保管した年月日並びに保管及び返還を行う場所

  別表のとおり

２ 返還事務を行う時間

  月曜日から金曜日まで 午後３時から午後７時まで

  土曜日 午後１時から午後５時まで

  ただし、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定す

る休日、令和元年１０月２２日及び同年１２月３０日から令和２年１月３日

までの日は、返還事務を行わない。

３ 問合せ先

  北九州市小倉北区城内１番１号

  北九州市建設局道路部道路維持課（電話 ５８２－２２７４）

４ 返還を受けるために必要な事項

  自転車の返還を受けようとする者は、自己の住所及び氏名並びに当該自転

車の利用者等であることを証明するものを提示しなければならない。

５ その他

  この告示に係る自転車について、この告示の日から起算して６月を経過し

ても利用者等が当該自転車を引き取らない場合は、北九州市において処分す

る。

別表

移動し、保管した自転車

が放置されていた場所

移動し、

保管した

自転車の

台数

移動し、保

管した年月

日

保管及び返還を行う

場所

ＪＲ門司駅周辺地区自転

車放置禁止区域

１台 令和元年６

月１０日

北九州市門司区西海

岸一丁目３番

西海岸自転車保管所ＪＲ門司港駅周辺地区自

転車放置禁止区域

１台 令和元年６

月１０日
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ＪＲ小倉駅周辺地区自転

車放置禁止区域

１４台 令和元年６

月１１日

北九州市小倉北区青

葉二丁目１番

青葉自転車保管所７台 令和元年６

月１９日

ＪＲ西小倉駅周辺地区自

転車放置禁止区域

６台 令和元年６

月２５日

ＪＲ南小倉駅周辺地区自

転車放置禁止区域

４台 令和元年６

月６日

北九州市小倉南区下

城野一丁目１番

下城野自転車保管所小倉北区自転車放置禁止

区域外

１台 令和元年６

月４日

２台 令和元年６

月６日

６台 令和元年６

月１１日

３台 令和元年６

月１３日

４台 令和元年６

月１４日

１台 令和元年６

月１９日

２台 令和元年６

月２０日

３台 令和元年６

月２４日

２台 令和元年６

月２５日

モノレール徳力嵐山口停

留場周辺地区自転車放置

禁止区域

３台 令和元年６

月２０日

北九州市小倉南区八

重洲町１６番

八重洲自転車保管所

ＪＲ下曽根駅周辺地区自

転車放置禁止区域

５台 令和元年６

月１４日

ＪＲ朽網駅周辺地区自転

車放置禁止区域

１台 令和元年６

月１４日
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小倉南区自転車放置禁止

区域外

７台 令和元年６

月６日

北九州市小倉南区下

城野一丁目１番

下城野自転車保管所
３台 令和元年６

月１４日

３台 令和元年６

月２５日

ＪＲ若松駅周辺地区自転

車放置禁止区域

２台 令和元年６

月１０日

北九州市若松区響南

町８番

小石自転車保管所若松区自転車放置禁止区

域外

１台 令和元年６

月３日

１台 令和元年６

月１４日

ＪＲ黒崎駅周辺地区自転

車放置禁止区域

５台 令和元年６

月１２日

北九州市八幡西区築

地町１０番

築地自転車保管所

ＪＲ折尾駅周辺地区自転

車放置禁止区域

７台 令和元年６

月１８日

北九州市八幡西区長

崎町２番

長崎町自転車保管所ＪＲ陣原駅周辺地区自転

車放置禁止区域

５台 令和元年６

月２４日

ＪＲ本城駅周辺地区自転

車放置禁止区域

１５台 令和元年６

月７日

八幡西区自転車放置禁止

区域外

３台 令和元年６

月１３日

北九州市八幡西区築

地町１０番

築地自転車保管所２台 令和元年６

月２６日

ＪＲ九州工大前駅周辺地

区自転車放置禁止区域

６台 令和元年６

月１３日

北九州市戸畑区三六

町１３番

三六自転車保管所戸畑区自転車放置禁止区

域外

３台 令和元年６

月１０日

２台 令和元年６

月１９日
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１台 令和元年６

月２０日

１台 令和元年６

月２５日
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北九州市告示第１２３号 

 北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例（昭和４７年北九州市条

例第４号）第６条第３項の規定により、指定管理施設の利用料金の額を承認し

たので、北九州市社会福祉施設の設置及び管理に関する条例施行規則（昭和４

７年北九州市規則第２７号）第５条の規定により、次のとおり告示する。 

  令和元年７月１７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

施設

の種

類

金額 

障害

児入

所施

設 

北九

州市

立総

合療

育セ

ンタ

ー 

児童福祉法（昭和２

２年法律第１６４号

）第７条第２項に規

定する障害児入所支

援を受けた場合

児童福祉法第２４条の２第２項に規定

する厚生労働大臣が定める基準により

算定した費用の額、同条第１項に規定

する入所特定費用の額として実費を勘

案して市長が定める額、同法第２４条

の２０第２項第１号に規定する障害児

入所医療（食事療養を除く。）につき

健康保険の療養に要する費用の額の算

定方法の例により算定した額及び同項

第２号に規定する障害児入所医療（食

事療養に限る。）につき健康保険の療

養に要する費用の額の算定方法の例に

より算定した額 

障害者の日常生活及

び社会生活を総合的

に支援するための法

律（平成１７年法律

第１２３号。以下「

障害者総合支援法」

という。）第５条第

６項に規定する療養

介護を受けた場合 

障害者総合支援法第２９条第３項に規

定する厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した費用の額、同条第１項に規

定する特定費用の額として実費を勘案

して市長が定める額及び同法第７０条

第２項において準用する同法第５８条

第３項又は第４項の規定により算定し

た額 

障害者総合支援法第

５条第８項に規定す

る短期入所を受けた

場合 

障害者総合支援法第２９条第３項に規

定する厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した費用の額及び同条第１項に

規定する特定費用の額として実費を勘

案して市長が定める額 

診療を受けた場合 健康保険法（大正１１年法律第７０号

）第７６条第２項及び高齢者の医療の

確保に関する法律（昭和５７年法律第

８０号）第７１条第１項の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める療養の給付に
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要する費用の額の算定方法（以下この

項において「算定方法」という。）並

びに健康保険法第８５条第２項及び高

齢者の医療の確保に関する法律第７４

条第２項に規定する厚生労働大臣が定

める基準により算定した費用の額。た

だし、これにより難いときは、算定方

法に準じて算定した額又は実費を勘案

して市長が定める額 

児童

発達

支援

セン

ター 

北九

州市

立総

合療

育セ

ンタ

ー 

児童福祉法第６条の

２の２第１項に規定

する障害児通所支援

を受けた場合 

児童福祉法第２１条の５の３第２項に

規定する厚生労働大臣が定める基準に

より算定した費用の額、同条第１項に

規定する通所特定費用の額として実費

を勘案して市長が定める額及び同法第

２１条の５の２９第２項に規定する肢

体不自由児通所医療（食事療養を除く

。）につき健康保険の療養に要する費

用の額の算定方法の例により算定した

額 

障害者総合支援法第

５条第７項に規定す

る生活介護を受けた

場合 

障害者総合支援法第２９条第３項に規

定する厚生労働大臣が定める基準によ

り算定した費用の額及び同条第１項に

規定する特定費用の額として実費を勘

案して市長が定める額

診療を受けた場合 健康保険法第７６条第２項及び高齢者

の医療の確保に関する法律第７１条第

１項の規定に基づき厚生労働大臣が定

める療養の給付に要する費用の額の算

定方法（以下この項において「算定方

法」という。）並びに健康保険法第８

５条第２項及び高齢者の医療の確保に

関する法律第７４条第２項に規定する

厚生労働大臣が定める基準により算定

した費用の額。ただし、これにより難

いときは、算定方法に準じて算定した

額又は実費を勘案して市長が定める額

北九

州市

立総

合療

育セ

ンタ

ー西

部分

児童福祉法第６条の

２の２第１項に規定

する障害児通所支援

を受けた場合 

児童福祉法第２１条の５の３第２項に

規定する厚生労働大臣が定める基準に

より算定した費用の額、同条第１項に

規定する通所特定費用の額として実費

を勘案して市長が定める額及び同法第

２１条の５の２９第２項に規定する肢

体不自由児通所医療（食事療養を除く

。）につき健康保険の療養に要する費

12



所 用の額の算定方法の例により算定した

額

診療を受けた場合 健康保険法第７６条第２項及び高齢者

の医療の確保に関する法律第７１条第

１項の規定に基づき厚生労働大臣が定

める療養の給付に要する費用の額の算

定方法（以下この項において「算定方

法」という。）並びに健康保険法第８

５条第２項及び高齢者の医療の確保に

関する法律第７４条第２項に規定する

厚生労働大臣が定める基準により算定

した費用の額。ただし、これにより難

いときは、算定方法に準じて算定した

額又は実費を勘案して市長が定める額
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北九州市公告第１６９号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次 

の開発行為に関する工事が完了したことを公告する。 

  令和元年７月１７日 

北九州市長 北 橋 健 治   

開発区域に含まれる地域の名称 開発行為者 

北九州市若松区向洋町１０番７１か

ら１０番７７まで、１０番７９及び

１０番８１から１０番８５まで 

北九州市戸畑区飛幡町１番１号 

日本製鉄株式会社 八幡製鉄所 

八幡製鉄所長 谷 潤一 

北九州市小倉南区大字曽根４３０３

番１２、４３０３番１３、４３０３

番１５、４３１７番から４３１９番

まで、４３２０番１、４３２０番２

、４３２０番５及び４３３４番から

４３３６番まで 

広島市西区大芝三丁目１５番２４

号 

株式会社リョーキ 

代表取締役 森川英樹 
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